
項目 取組み内容 成果(効果) 外部機関との連携

なお、経営改善支援の取組実績は、以下のと
おりです。

東日本大震災事業者再生支援機構
宮城県よろず支援拠点
宮城県事業引継支援センター

地域密着型金融の取組みについて(平成28年度）

経営改善支援

お客様の経営改善・経営支援を目的として、
コンサルティング機能を発揮するとともに、
支援先へのモニタリングを行い、経営改善に
向けてのサポートを行いました。

資産査定における要注意先及び破綻懸念先事
業所全先に、営業店長との協議により支援先
を抽出し、経営改善に取り組み致しました
（２８年度の支援先６７先）。
「経営支援先対応方針協議書」に基づいて、
経営者と問題点や改善策を共有し、モニタリ
ングによる進捗管理と外部機関の活用提案に
よる改善支援に取り組んでおります。
また、コンサルティング能力の向上を図るた
め、経営改善支援実務研修を信金中央金庫と
連携して実施しております。

計数計画策定先６０先のうち、売上計画達成
先は４７先、利益計画達成先は２５先となり
ました。
また、債務者区分を５先ランクアップさせて
おります。

【２８年４月～２９年３月】
（単位：先数） （単位：％）
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 破綻懸念先 ④ 15.3% 27.3% 72.7%

 実質破綻先 ⑤ 5.6% 0.0% 100.0%

 破綻先 ⑥ 0.0% - -
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障害児の療育環境整備と居場所づくりに取組
むNPO法人に対する支援

本事業は、指定障害児通所支援施設を運営す
るNPO法人が、現有施設の定員が超過したこと
で新たな障害児童の受入れが困難となり、将
来的な地域需要を見据えた上で新たな障害児
支援施設を増設したものです。増設した施設
では、「子育てに配慮が必要な障害児童の一
時預かりを行い、様々な体験を通して楽しく
学べるように支援を行う、日中一時支援事
業」、「障害児ひとりひとりに合わせた支援
計画のもとでスモールステップを積み上げ、
様々な活動や体験を通して社会性や個人の成
長を促していけるように支援を行う、放課後
等デイサービス事業」の２つを展開していま
す。
障害児通所支援施設の利用希望者が増加する
背景には、震災により家族が分断され養育者
を欠いた家庭が増加したことや、二重ローン
等の経済的理由からこれまでの養育者が働く
ことを求められるなど、様々な家庭環境の変
化が影響しています。
本事業を進めるに際し、施設建設資金、開業
時運転資金、遊具及び備品整備資金が必要と
なり、当金庫、日本政策金融公庫融資による
支援、並びに信金中央金庫「しんきんの絆」
復興応援プロジェクトの助成金支援によって
遊具等を整備し、予定の事業計画が実現され
ました。

本事業の大きな目的は、障害児支援施設を増
設し受入れ定員を増加させ、地域の障害児の
居場所の拡充につなげ、家族支援と療育環境
の向上を目指しています。事業効果として、
サービス提供量の増加と質の向上が図れ、障
害児の療育のための環境整備と療育教材の充
足につながっております。また、地域雇用の
創出と障害者福祉の向上にも大きく寄与する
事業となりました。

信金中央金庫「しんきんの絆」復興
応援プロジェクト
日本政策金融公庫

創業・新事業開拓支援

地域資源を活用した古民家再生プロジェクト
に対する伴走型創業支援の実施

本事業は、過疎化が進む漁業集落において、
津波被害を受けた築80年の古民家をボラン
ティアの協力により4年がかりで再生し、新た
に飲食事業を創業しました。事業者は、震災
直後から現在に至るまで同地区の復興ボラン
ティアとして地域再生に尽力している団体
で、復興作業を通して地元住民や漁業者等と
強固な信頼関係を築き、全国から多数の小口
寄付支援を受けながら古民家再生プロジェク
トを進めました。
同事業に対しては、古民家改修及び店舗設備
にかかる経費を日本財団（わがまち基金）と
連携した利子補給融資にて支援し、その他に
事業計画策定支援、自金庫のネットワークを
活用して、厨房設備、給排水設備業者の紹介
を行う等、創業に際しての伴走型支援を実施
いたしました。

同事業の目的及び事業効果については、古民
家にて単に飲食事業を展開するのみでなく、
「再生した古民家を地域住民がコミュニケー
ションをはかる場として活用」、「地元漁業
者の協力を得ながら地場の新鮮な食材を提供
する場として活用」、「地域情報発信と交流
拠点として活用」を目的とし、事業効果とし
て「地域コミュニティの再生と新たな地域雇
用の創出」、「地元漁業者のモチベーション
向上」に貢献しております。また、地域外か
らの観光客等に対して地域資源を有効に活用
しながら当地域の魅力を大いに伝えることで
地域活性化にも貢献しています。

日本財団（わがまち基金）

成長段階企業支援



項目 取組み内容 成果(効果) 外部機関との連携

経営人材育成支援 東日本大震災からの復興加速化、人口減少対
策や雇用創出の前提となる地域産業の活性化
には、新事業の創出、起業・創業が不可欠で
あり、地域の未来を担う企業家の育成と支援
を目的に、「いしのまきイノベーション企業
家塾」を平成２６年度に開講しております。
３年目となる平成２８年度は、カリキュラム
をこれまでの１３回から１４回に増やすとと
もに内容を充実させ、ビジネスプラン作成、
経営戦略、人材・組織マネジメント等、経営
者に必要な知識やノウハウを、塾生２６名が
学びました。また、３年間の卒塾生７０名が
一堂に会する卒塾生交流会を開催し、志の高
い企業家の連携強化を進めております。

創業実績は３件(設計・コンサルティング、飲
食サービス、タイヤ等車両関連)となってお
り、そのほかにも新事業への進出、既存事業
の改善に着手する契機となっています。ま
た、塾生同士のネットワークが構築されると
ともに、塾生の意識改革も進んでおり、地域
経済の支援強化にも繋がっております。

石巻市、
日本財団、
東北大学・石巻専修大学、
特定非営利活動法人アイ・エス・エ
ル(ISL)

商品開発等の研修会開催 地域における食産業関係事業者間の連携強化
を図り、県産農林水産物と加工技術を活用し
た高付加価値商品の開発や販路拡大を促進す
ることを目的として、「地域食材を活用した
商品開発・販路拡大研修会」を開催しまし
た。

消費者に選ばれる商品作りと販売促進、地域
資源活用事業について学び、これからの商品
づくりのポイントや異業種連携等の必要性
等、認識を新たにしています。

宮城県東部地方振興事務所

地域の面的再生への参画


